
               平成 28年度一般社団法人 日本臨床心理士会臨床心理講座 

NO.19 シリーズ講座～産業・組織心理臨床基礎研修（全 5回）    

第３回 厚生労働行政と産業・組織心理臨床との関わり 
 
１．シリーズ講座の目的 

このシリーズ講座は、産業・組織心理臨床の初学者またはこれから産業・組織心理臨床へ参

入を希望する方を対象とした基礎的な研修会です。 

産業領域のフィールドは、企業組織だけではなく、地方自治体・警察・団体組織などをも対

象とするようになりました。また臨床心理士が組織に関わる必要性はどの領域でもあるのです

が、産業領域においては、特に強くそれが求められます。 

この講座の主な目的は、以下のようになります。 

１ 産業・組織領域での臨床心理士が、閉鎖的な心理主義に陥らないように、様々な他領

域の視点から幅広く学ぶ 

２ 他領域・他職種との連携で成り立ち、いきいきと活性化する産業・組織心理臨床を目

指す 

３ 産業・組織心理臨床において、組織に関わるスタンスの重要性を実践的に理解する。 

 

２．今回の講座の内容等 

心理職の国家資格が問われる中、行政（厚生労働省と文部科学省という領域）との関わりで、

今までは心理職はどちらかと言えば文部科学省に、より軸をよせていたような感じでした。し

かし、平成２４年文科省から「学校における労働安全衛生管理体制の整備のために～教職員が

安全に教育活動に専念できる適切な職場に向けて～」が出されて以来、学校現場で活躍されて

いる心理士も、産業・組織領域で働く心理士同様に、産業医、保健師・看護師等、労務・人事

スタッフといった他職種との連携をより円滑に、強めていくことが必要になってきました。ま

た同時に、厚労省の行政ならびに関連法規を理解した上で、産業現場での実践を高めていくこ

とが求められてきています。 

産業・組織現場の今日的トピックスを説明しながら、現場で求められている心理職の役割を

自覚していただき、実践活動にヒントとなるような事例をお話していきたいと考えています。

特に、「今さら知らないと言いにくいストレスチェック制度の基本事項」と題して、そのスト

レスチェック制度創設の過程、心理職ができることとできないことを説明します。レクチャー

の他に実習として、事例検討、企業からの研修依頼への対応についても皆様と協議検討の時間

をとりたいと考えています。 
 
３．講 師   松井 知子 （ 杏林大学 ） 
 
４．日 時   平成 28年 9月 11日（日曜日）10:30～16:30（10:15開場） 

 
５．会 場  文京区本郷 2-27-8太陽館ﾋﾞﾙ 202号室 (財)日本心理研修センター研修室 

 

６．参加費   社）日本臨床心理士会 会員       ５,０００円 

         臨床心理士 非会員          ８,０００円 

             大学院生（臨床心理士資格未取得に限る）３,０００円 

 

レベル：初級・中級 

領 域：産業およびその他領域 



７．募集対象・人数 産業・組織心理臨床で働くことを希望する臨床心理士/大学院生  
 
 

シリーズ全体の構成・テーマ・講師等については、研修スケジュールの本講座（ＮＯ.17）
の前の欄に表示しておりますのでご参照ください。 

 

 

８．研修ポイント 1回につき 2ポイントを申請する。 

 

９．申し込み方法： （社）日本臨床心理士会 WEBページよりお申し込みください。 

        ＜受付手順＞   WEB申込で送信してください。 

↓ 

受付けた旨をメールで返信します。 

＜手順の説明＞ 

    ↓ 

                 受講料のご入金 

                    ↓ 

                「受講票」を送信します。 

 

 

１０．会場及び事務局へのアクセス 

 

   

 

 

会場は、太陽館ビル 202 

 

尚、一般社団法人 日本臨床心理士会事務局は 

〒113-0033 東京都文京区本郷 2-27-8 太陽館ﾋﾞﾙ 401 

メール：office＠jsccp.jp 

電話：03-3817-6801 FAX：03-3817-6802 

 

交通機関 

１.｢丸の内線｣(東京メトロ)『本郷三丁目』駅出口から徒歩１分 

２.｢大江戸線｣(都営地下鉄)『本郷三丁目』駅出口から徒歩 4 分  

 


